


















最初の市民革命は、ピューリタン ( カルヴァン派 ) によって引き起こされた。





















































































































































































































トの MPU の開発 (32) が契機であった。MPU の出現によって、コンピュータの
小型化が可能となり、個人用コンピュータの開発が現実化した。この、マイク






































































































































































祐一・中山伊知郎・東畑精一訳『経済発展の理論 ( 上 )』岩波書店、1977年、226頁。










(14) A.D. チャンドラー ,Jr．、丸山恵也訳『アメリカ経営史』亜紀書房、1986年、39頁。




(17) A.D. チャンドラー ,Jr.、三菱経済研究所訳『経営戦略と組織－米国企業の事業部制成立
史－』実業之日本社、1967年、50頁。
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(18)『経済発展の理論 ( 下 )』232頁。







性を論じている。『国の競争優位 ( 上 )』127頁。
(25) E.T. シャイン、金井壽宏監訳、尾川丈一・片山佳代子訳『企業文化－生き残りの指針－』
白桃書房、2004年、21頁。













































－1960年代と70年代－ ( 増補第三版 )』東洋経済新報社、1983年、1頁。これは、従来の「二
重構造論」の枠に収まらない革新的企業が出現し始めたことが背景にあり、これらの中堅
企業は、従来的な中小企業とは異なり、差別化された市場で高い占有率を確保し、一部は
大企業に成長した。中村秀一郎『新中堅企業論』東洋経済新報社、1990年、3頁。これら
の中堅企業は、独自の知識・技術をもち、大企業に対して、自立的性格を有していた。他方、
日本企業は、欧米企業とは異なる独自の経営方式をもち、戦後の日本企業の競争力の源泉
を、この日本的経営に求める研究がなされた。日本的経営の最初の研究は、J. アベグレン
によってなされた。アベグレンは、日本とアメリカの工場の社会的組織の決定的相違点を
会社と従業員の間の「終身関係」にあるとした。J. アベグレン、占部都美訳『日本の経営』
ダイヤモンド社、1958年、17頁。また、日本経済が、1970年代の二度の石油危機を乗り切っ
たことから、日本企業の競争力の源泉を、日本的経営に求める研究がさかんになされた。
E.F. ヴォーゲルは、日本的経営の賞賛論といってもよく、他の研究者の多くも同様の傾向
を有していた。E.F. ヴォーゲル、広中和歌子・木本彰子訳『ジャパン・アズ・ナンバーワン』
TBS ブリタニカ、1979年、参照。ここでは、日本的経営の資本主義発展の中での普遍性が
追及された。しかし、1985年プラザ合意以後、円高が定着して、日本製品の輸出が困難と
なり、1990年に、株価が暴落してバブル経済の崩壊が明確化し、国内の資産価値が減少し
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て、国内市場が停滞し始めた。他方、中国などの新興工業国が台頭し、電機産業では、製
品のコモディティ化が進展し、日本企業の競争力は低下した。熾烈なグローバル競争にお
いては、市場の変化に対して柔軟性を欠く日本的経営の共同体的性格 ( 支配―従属、相互
依存関係 ) は、不利に作用した。日本社会の共同体的性格については、社会学の方面から
の研究が行われ、ベネディクトは、日本は、「恥の文化であり、外面的強制力にもとづいて、
善行を行う」とした。ルース・ベネディクト、長谷川松治訳『菊と刀－日本文化の型－』
社会思想社、1967年、258頁。また、中根千枝は、日本の社会集団に共通した構造として、「タ
テの組織」と呼んだ。中根千枝『タテ社会の人間関係』講談社、1967年、70頁。他方、土
居健郎は、日本社会に特有の「甘え」を個人の集団への依存とみなしている。土居健郎『「甘
え」の構造』弘文堂、1971年、95頁。このような日本社会に残る上下関係、相互依存関係
や「もたれあい」といった日本独自の社会構造は、日本的経営にも反映された。日本的経
営は、戦後の一定期間においては、経済成長の上でうまく作用したが、資本主義発展にお
いて普遍性をもつものではなく、長期的には、発展を阻む要因となった。日本的な、ウェッ
トな経営方式は、グローバル競争の中で、通用することが、ますます困難となっている。
(49)『日本経済新聞』2019年5月12日付け。
